
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

県庁控室 福島県福島市杉妻町２-１６ 
メ ー ル ｊｃｐｆｓｋｇ＠ｊｃｐ-fukushima.gr.jp 
電  話 ０２４－５２１－７６１８ 
Ｆ Ａ Ｘ ０２４－５２３－３２５６ 

岸田政権による防衛政策の大転換や原発回帰政策・汚染水

海洋放出の撤回、中間指針に基づく追加賠償、エネルギー政

策、物価高騰・新型コロナ対策、農業支援、災害対策、ジェ

ンダー平等、子育て・教育、鉄道維持など公共交通政策につ

いて質問しました。 

 

４月から福島市の自治会館に「農業経

営・就農支援センター」が設置されます。

ＪＡや県など農業関係４団体が集まり、就

農者の相談等にワンストップで対応しま

地方紙の全国アンケートで

は海洋放出積極賛成はわずか

7.6％です（右グラフ参照）。 

また、全国世論調査では海洋

放出で「風評が起きる」と 93％

が回答しています。知事は海洋

放出について自らの態度を表

明せず、さらに県内漁業者から

直接声を聞いたとは明言しま

せんでした。 

 

左から大橋沙織、宮本しづえ、神山悦子、宮川えみ子、吉田英策の各県議＝福島県庁、3/17 

大橋沙織県議 
２月２２日 

２月定例県議会が２月

１３日から３月１７日ま

で３３日間の会期で開催

されました。 

２月２２日に大橋沙織

県議が代表質問、２７日に

は宮本しづえ県議が追加

代表質問、２８日には吉田

英策県議が一般質問、３月

１５日には神山悦子県議

が総括質問、最終日には、

宮川えみ子県議が討論を

行いました。 
 

東日本大震災・福島原発事故から、丸

12 年が経過。県内の研究者は、大震災と

原子力災害に関する公文書は歴史的に

重要であり、知的財産として後世に残す

よう提言しています。市町村が審査・記

録している「震災関連死」の文書と共に、

永年保存すべきと県に求めました。 

ロシアによる侵略から一年が経過、この戦

争の早期終結を多くの方が願っています。と

ころが岸田政権は専守防衛を投げ捨て、反撃

能力＝敵基地攻撃能力の保有と、今後５年間

で 43 兆円に軍事費を増やす大軍拡に突き進

み、防衛省は全国の自衛隊基地等の「強靭化」

について、国会にも諮らずゼネコンと協議を

始めています。 

出典：しんぶん赤旗２０２３年春号外 
原発事故から丸 12 年が経過。避難者は県発表だけで

も約２万７千人、関連死は 2,335 人と被災３県の中で最

多に。県は国と一体に、避難者支援団体の事業縮小、住

宅明け渡し訴訟を強行しています。 

岸田政権は原発事故の反省なしに、60 年を超える原発

の運転期間延長や新増設方針を決定。県は「国が決める

こと」と、原発事故被災県としてあるまじき姿勢です。 

 

 

性被害相談窓口「SACRA（さ

くら）ふくしま」の認知向上の

ため、高校生への広報カード配

布を求め、新年度からの実施が

決まりました。 

また、パートナーシップ制

度・ファミリーシップ制度の条

例化を求めました。 

敵基地攻撃能力の名で導入されるのは、他

国の領土の奥深くまで攻め込む長射程のミサ

イルです（右図参照）。「専守防衛」を投げ捨

て、日本の自衛隊が米軍とともに他国に脅威

を与える軍事大国になってしまいます。日本

県内の地質専門家は、汚染水を増やさないための抜本

対策「広域遮水壁」と「集水井」の設置を提案していま

す。国・東電は海に流さない方法を真剣に検討すべきと

求めました。 

 

への報復攻撃で、県内の自衛隊基地や原発が標的となる可能性があります。県民の命

を守るため、国に大軍拡撤回を求めるべきと質しました。 

この道を進めば大増税と社会保障や教育予算の削減は必至であり、県民生活破壊の

道です。いま日本がやるべきは、未曽有の大軍拡・大増税ではなく、二度と戦争をし

ないと誓った憲法９条を生かした外交で、平和の準備をすることです。 

 

す。農業者から強い要望があり、大橋県議が昨年９月議会で求め

たことが実現しました。 

就農者の方々と県へ要望書を
提出する大橋県議＝昨年 12月 

★女性の雇用環境改善を

実施した企業に独自補助 

★非課税・生活保護世帯に

上限２万５千円補助 
詳細は→ 
中面参照 
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は直接支援がなく、中小企業支援も融資と設備投資への補助が中心。②温暖化対策

は石炭火発から脱却する姿勢がなく、再エネもメガ発電中心で環境保全のルールづ

くりもしない。③農業資材高騰で経営危機に瀕する農家への支援が不十分。④原発

昨年９月、新規就農者のつどいで、「農業

経営・技術の習得、住居の確保への相談な

どに、ワンストップ・ワンフロアで対応で

きるようにしてほしい」と要望が出されま

した。９月議会で体制構築について質し、

昨年末には農家のみなさんとともに県に要

望するなど、繰り返し求めて、ワンストッ

プ窓口が実現しました。 

４月から、全国唯一となる「農業経営・

就農支援センター」が開設されることとな

りました。農家のみなさんから歓迎の声が

寄せられ、全国からの問い合わせも相次い

でいます。引き続き、就農者の定着やセン

ター機能の充実を求めていきます。 

 

宮川えみ子県議 
３月１７日 

「新規就農者のつどい」で 

県政報告をする大橋県議（中央） 

＝2022年９月 18日、二本松市 

 

台風 19 号、度重なる地震災害、コロナ禍や物価高騰など、多くの困難が生活を

直撃し続けています。台風 19 号直後の避難所で、高齢の女性がその後の生活が見

通せず「こんなに悩むなら川に流されて死ねばよかった」との言葉は今でも忘れ

られません。 

岸田政権による大軍拡・大増税方針、原発事故の反省なしに進められる原発再

稼働・新増設、原発汚染水海洋放出について、県は自らの態度を明らかにせず、

暮らしの面でも県民の声に背を向ける国言いなりの姿勢をとり続けています。今

こそ、県民の暮らし最優先の県政に転換させたいと強く思っています。 

 農業後継者・新規就農者支援、学生・若者支援などを繰り返し求めるなかで、

一歩一歩前進を作ることができました。引き続きみなさんの声を県議会に届け、

あたたかい県政実現に頑張ります。 

 

就農者のみなさんと県へ要望書を提出。 

左から３人目が大橋県議 

＝2022年 12 月 27 日、県庁 

新年度県予算は 1 兆 3,382億円です。この中にコロナ対策費とし

て 1,412 億円が盛り込まれていますが、財源はほぼ国の交付金。５

類移行後も必要な対策を講じていのち、健康を守るべきと述べまし

た。また、予算案は県民要望が反映したものもありますが、国言い

なりで以下の点で県民の願いに背を向けています。①物価高騰対策

伊達地域や福島市の女性就農者のみなさんとの 

つどいで県政報告をする大橋県議（中央） 

＝２月 24 日、福島市 

 

福島県沖地震の被害に遭った伊達橋の調査や住民の方から話を聞く 

＝(左)伊達市、(右)霊山町 2022年３月 

降ひょう被害を受けた農家のみなさんから被害状況、要望の聞き取り 

＝(左)国見町、(右)月舘町 2022年６月 

性暴力被害等の相談センターを訪問

＝「SACRAふくしま」 2022 年９月 

街灯設置状況を調査する 

大橋県議と宮本県議 

＝2021年９月、福島市金谷川 
事故対応では、汚染水海洋

放出に反対せず、避難者支

援も縮小。⑤教育では高校

統廃合を強行、給食費無償

化にも後ろ向き。以上の理

由で反対しました。 

昨年は、福島県沖地震や降ひょう被害を受けた現場へ、い

わぶち友参院議員や地元の市議、町議とともに駆け付け、要

望を伺い、県へ要望書提出や質問でも取り上げました。 

学生など若い世代と懇談で出された要望―痴漢被害対策、

街灯設置、公共交通の拡充、学費半減などの実現に引き続

き取り組みます。 

伊達地域住民の長年の強い要望 

が実現＝写真右は県教委 HPより→ 

出典：学校給食費の無料化を求める会 

（2023 年 3 月現在、新年度実施含む） 

全額無料：国見町、桑折町、川俣町、飯館村 

一部補助：福島市、二本松市 

補助なし：伊達市 


